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新
年
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

皆
様
方
に
は
、
健
や
か
に
新
春
を
お
迎
え
の
こ
と
と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。

平
素
よ
り
本
会
の
運
営
に
、
格
別
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
賜
り
厚
く
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
激
動
の
一
年
と
な
り
ま
し
た
昨
年
を
振
り
返
り
ま
す
と
、
我
が
国
に
お
き
ま
し
て
は

３
月
１１
日
に
発
生
い
た
し
ま
し
た
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
、
特
に
東
北
地
方
及
び
関
東
地
方
の

沿
岸
部
を
中
心
に
多
く
の
人
命
の
犠
牲
を
伴
う
甚
大
な
被
害
が
発
生
い
た
し
ま
し
た
。

本
会
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
震
災
の
発
生
後
、
直
ち
に
災
害
支
援
本
部
を
設
置
し
、
東
日
本

大
震
災
の
復
旧
・
復
興
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
の
早
期
収
束
、
被
災
者
救
援
の
強
化
、

生
活
再
建
の
支
援
等
に
つ
き
ま
し
て
、
政
府
や
各
政
党
に
対
し
要
請
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。
そ

の
結
果
、
被
災
地
の
復
旧
・
復
興
に
向
け
た
本
格
的
復
興
予
算
と
い
た
し
ま
し
て
１１
月
２１
日
、

第
３
次
補
正
予
算
が
成
立
し
て
お
り
ま
す
。
歳
出
総
額
が
１２
兆
１
０
２
５
億
円
に
も
及
び
、
補

正
予
算
と
い
た
し
ま
し
て
は
過
去
２
番
目
の
規
模
の
大
型
補
正
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
復
旧
・

復
興
に
向
け
補
正
予
算
で
は
、
被
災
自
治
体
の
地
方
負
担
分
を
地
方
交
付
税
の
加
算
で
手
当
す

る
こ
と
と
し
て
お
り
、
費
用
に
充
当
す
る
「
震
災
復
興
特
別
交
付
税
」
が
１
兆
６
６
３
５
億
円

の
規
模
で
創
設
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
実
質
的
に
、
被
災
自
治
体
の
地
方
負
担
分
に

つ
き
ま
し
て
は
国
が
肩
代
わ
り
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

次
に
、
国
と
地
方
を
巡
る
動
向
に
つ
き
ま
し
て
は
政
権
交
代
に
伴
い
、
「
地
域
主
権
改
革
」

が
民
主
党
政
権
下
の
「
１
丁
目
１
番
地
」
と
位
置
付
け
ら
れ
、
昨
年
４
月
２８
日
に
は
地
域
主
権

関
連
３
法
が
成
立
し
、
地
方
の
長
年
の
悲
願
で
あ
っ
た
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
が
法
制
化

さ
れ
、６
月
１３
日
に
は「
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
」を
テ
ー
マ
に
第
１
回
の
協
議
が
開
催
さ
れ

ま
し
た
。
今
後
も「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」に
つ
き
ま
し
て
は
、私
は
全
国
８
１
０
市
議
会
の

代
表
と
し
て
、
政
府
に
対
し
積
極
的
に
意
見
を
申
し
述
べ
て
ま
い
る
所
存
で
あ
り
ま
す
。

最
後
と
な
り
ま
す
が
、
今
後
も
私
ど
も
が
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
課
題
は
山
積
し
て

お
り
ま
す
。
引
き
続
き
全
国
の
各
市
議
会
並
び
に
議
員
各
位
の
ご
支
援
、
ご
協
力
を
賜
り
ま
す

よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

結
び
に
、
皆
様
の
ご
健
勝
と
ご
多
幸
を
ご
祈
念
申
し
上
げ
、
新
春
の
ご
挨
拶
と
い
た
し
ま
す
。
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平
成
２４
年
が
始
ま
り
ま
し
た
。

皆
様
に
お
か
れ
て
は
、
気
持
ち

も
新
た
に
新
年
を
お
迎
え
に
な
っ

た
も
の
と
思
い
ま
す
。

昨
年
は
、
東
日
本
大
震
災
を
は

じ
め
、
台
風
、
大
雨
な
ど
の
自
然

災
害
が
多
発
し
、
多
く
の
方
が
犠

牲
に
な
り
ま
し
た
。
被
害
に
遭
わ

れ
た
方
々
に
対
し
て
、
心
か
ら
お

見
舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
総
務
大
臣
に
就
任
し
て

か
ら
初
め
て
の
正
月
を
迎
え
ま
し

た
。
こ
れ
ま
で
夢
中
で
走
っ
て
き

ま
し
た
が
、
本
年
も
、
東
日
本
大

震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
万
全

を
期
す
と
と
も
に
、
地
域
主
権
改

革
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
策
、
郵
政
改
革
、

行
政
改
革
の
推
進
な
ど
当
面
す
る

諸
課
題
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま

す
。

【
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
等
】

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・

復
興
は
内
閣
の
最
優
先
課
題
で

す
。総

務
省
と
し
て
も
、
こ
れ
ま
で

被
災
地
・
被
災
者
へ
の
支
援
に
全

力
を
尽
く
し
て
き
て
お
り
ま
す

が
、
第
３
次
補
正
予
算
に
お
い
て

は
、
第
１
次
・
第
２
次
補
正
予
算

分
も
含
め
た
復
旧
・
復
興
事
業
に

係
る
地
方
負
担
分
や
地
方
税
の
減

収
分
等
に
つ
い
て
全
額
措
置
す
る

震
災
復
興
特
別
交
付
税
を
１
・
７

兆
円
増
額
確
保
し
、
被
災
団
体
の

負
担
を
ゼ
ロ
と
す
る
こ
と
と
し
ま

し
た
。

ま
た
、
２４
年
度
に
お
い
て
も
、

東
日
本
大
震
災
の
復
旧
・
復
興
事

業
に
つ
い
て
、
通
常
収
支
と
は
別

枠
で
整
理
し
て
所
要
の
事
業
費
及

び
財
源
を
確
保
し
、
そ
の
中
で
、

震
災
復
興
特
別
交
付
税
を
０
・
７

兆
円
確
保
し
て
ま
い
り
ま
す
。

復
興
に
向
け
た
地
方
税
制
の
対

応
に
つ
い
て
は
、
地
方
自
治
体
が

実
施
す
る
防
災
の
た
め
の
施
策
に

必
要
な
財
源
を
確
保
す
る
た
め
の

措
置
及
び
被
災
者
の
税
負
担
の
軽

減
を
図
り
、
復
興
を
支
援
す
る
た

め
の
措
置
等
を
講
ず
る
こ
と
と
し

て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
大
震
災
の

発
生
後
に
お
け
る
合
併
市
町
村
の

実
情
に
鑑
み
、
合
併
市
町
村
が
合

併
特
例
債
を
起
こ
す
こ
と
が
で
き

る
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
と
し
て

お
り
、
必
要
な
法
案
の
成
立
に
全

力
を
挙
げ
て
取
り
組
ん
で
ま
い
り

ま
す
。

被
災
地
の
未
来
に
向
け
た
「
創

造
的
」
復
興
を
果
た
す
上
で
は
、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
利
活
用
が
必
要
不
可
欠

で
す
。
総
務
省
は
、
大
震
災
か
ら

の
復
興
施
策
と
し
て
、
被
災
し
た

地
方
自
治
体
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
利
活
用

し
た
課
題
解
決
の
取
組
を
支
援
す

る
と
と
も
に
、
災
害
に
強
い
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
構
築
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

制
約
の
克
服
な
ど
を
積
極
的
に
推

進
し
て
ま
い
り
ま
す
。
加
え
て
、

ア
ナ
ロ
グ
放
送
の
終
了
を
延
期
し

た
岩
手
・
宮
城
・
福
島
の
３
県
に

つ
い
て
も
、
本
年
３
月
３１
日
に
地

上
デ
ジ
タ
ル
放
送
へ
完
全
移
行
で

き
る
よ
う
、
所
要
の
対
策
を
徹
底

し
ま
す
。

今
後
に
お
い
て
も
、
大
震
災
か

ら
の
復
旧
・
復
興
に
必
要
と
な
る

地
方
の
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
に

つ
い
て
は
、
通
常
と
は
別
枠
で
整

理
し
、
国
費
に
よ
る
措
置
を
大
幅

に
拡
充
し
た
上
で
、
地
方
財
源
も

確
実
に
確
保
す
る
と
と
も
に
、
個

別
具
体
的
な
要
望
を
伺
い
な
が

ら
、
ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
対
応

し
て
ま
い
り
ま
す
。

ま
た
、
台
風
第
１２
号
及
び
第
１５

号
な
ど
に
よ
る
被
害
に
つ
い
て

も
、
被
災
団
体
の
実
情
を
十
分
に

お
伺
い
し
、
そ
の
財
政
運
営
に
支

障
が
生
じ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

【
地
域
主
権
改
革
の
推
進
】

先
般
、
総
理
に
提
出
さ
れ
た
地

方
制
度
調
査
会
の
「
地
方
自
治
法

改
正
案
に
関
す
る
意
見
」
を
ふ
ま

え
、
速
や
か
に
必
要
な
修
正
な
ど

に
つ
い
て
具
体
的
検
討
を
行
い
、

次
期
通
常
国
会
へ
の
法
案
提
出
に

向
け
た
準
備
を
進
め
て
ま
い
り
ま

す
。地

方
行
革
に
つ
い
て
は
、
こ
れ

ま
で
の
成
果
を
維
持
し
つ
つ
、
地

域
の
実
情
に
応
じ
、
引
き
続
き
自

主
的
に
取
り
組
ま
れ
る
よ
う
、
支

援
し
て
ま
い
り
ま
す
。

ま
た
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
資
源

を
最
大
限
活
用
し
、
域
内
循
環
を

進
め
る
「
緑
の
分
権
改
革
」
を
推

進
し
て
ま
い
り
ま
す
。
あ
わ
せ

て
、
市
町
村
が
連
携
し
、
圏
域
ご

と
に
生
活
に
必
要
な
機
能
を
確
保

す
る
「
定
住
自
立
圏
構
想
」
や
過

疎
対
策
へ
の
取
組
を
支
援
し
て
ま

い
り
ま
す
。

地
方
財
政
に
つ
い
て
は
、
中
期

財
政
フ
レ
ー
ム
（
２４
年
度
〜
２６
年

度
）
に
沿
っ
て
、
社
会
保
障
費
の

自
然
増
や
地
域
経
済
の
基
盤
強
化

な
ど
に
対
応
す
る
財
源
を
含
め
、

地
方
の
一
般
財
源
総
額
に
つ
い

て
、
２３
年
度
と
同
水
準
の
５９
・
６

兆
円
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
特

に
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
通

常
収
支
分
の
地
方
交
付
税
総
額
に

つ
い
て
１７
・
５
兆
円
、
前
年
度
に

比
し
て
０
・
１
兆
円
増
額
確
保
し

て
ま
い
り
ま
す
。

あ
わ
せ
て
、
社
会
保
障
・
税
一

体
改
革
に
つ
い
て
は
、
（
地
方
単

独
事
業
を
含
め
た
社
会
保
障
給
付

の
全
体
像
を
総
合
的
に
整
理
し
た

上
で
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担
に

応
じ
た
税
源
配
分
を
実
現
し
）
地

方
自
治
体
の
社
会
保
障
給
付
に
対

す
る
安
定
財
源
を
確
保
し
て
ま
い

り
ま
す
。

地
方
税
制
に
つ
い
て
は
、
地
域

主
権
改
革
を
推
進
す
る
中
で
、
地

方
が
そ
の
役
割
を
十
分
に
果
た
す

た
め
、
地
方
税
を
充
実
し
、
税
源

の
偏
在
性
が
少
な
く
、
税
収
が
安

定
的
な
地
方
税
体
系
を
構
築
し
て

い
き
ま
す
。
２４
年
度
税
制
改
正
に

お
い
て
は
、
地
域
決
定
型
地
方
税

制
特
例
措
置
（
通
称
�
わ
が
ま
ち

特
例
）
の
導
入
や
税
負
担
軽
減
措

置
等
の
見
直
し
を
行
い
ま
す
。
引

き
続
き
、
地
方
税
制
度
を
「
自
主

的
な
判
断
」
と
「
執
行
の
責
任
」

を
拡
大
す
る
方
向
で
抜
本
的
に
改

革
し
て
い
く
こ
と
と
し
、
成
案
を

得
た
も
の
か
ら
速
や
か
に
実
施
し

て
ま
い
り
ま
す
。

地
域
主
権
改
革
の
推
進
は
、
国

と
地
方
の
在
り
方
を
根
本
的
に
転

換
し
、
地
域
の
こ
と
は
地
域
に
住

む
住
民
が
責
任
を
持
っ
て
決
め
ら

れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
改
革
で

あ
り
、
引
き
続
き
改
革
の
実
現
に

向
け
て
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま

す
。出

先
機
関
の
原
則
廃
止
に
つ
い

て
は
、
閣
議
決
定
で
あ
る
「
ア
ク

シ
ョ
ン
・
プ
ラ
ン
」
に
沿
っ
て
、

広
域
的
実
施
体
制
の
整
備
を
は
じ

め
と
す
る
各
課
題
に
つ
い
て
、
精

力
的
に
取
組
を
進
め
て
き
て
い
る

と
こ
ろ
で
あ
り
、
先
般
、
広
域
的

実
施
体
制
の
枠
組
み
を
取
り
ま
と

め
ま
し
た
。
今
後
詳
細
な
制
度
設

計
に
入
り
、
こ
の
通
常
国
会
へ
の

法
案
提
出
に
向
け
て
最
大
限
努
力

し
ま
す
。

補
助
金
等
の
一
括
交
付
金
化
に

つ
い
て
は
、
都
道
府
県
分
の
対
象

事
業
の
拡
大
や
政
令
指
定
都
市
へ

の
導
入
に
よ
り
、
平
成
２４
年
度
の

地
域
自
主
戦
略
交
付
金
は
６
７
５

４
億
円
に
大
幅
に
拡
充
さ
れ
、

「
沖
縄
振
興
一
括
交
付
金
（
仮

称
）
」
と
合
わ
せ
る
と
８
３
２
９

億
円
と
な
り
ま
す
。

義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し

に
つ
い
て
は
、
昨
年
成
立
し
た
２

次
に
わ
た
る
一
括
法
に
引
き
続

き
、
第
３
次
一
括
法
案
を
こ
の
通

常
国
会
に
提
出
い
た
し
ま
す
。

ま
た
、
引
き
続
き
、
適
時
に
国

と
地
方
の
協
議
の
場
を
開
催
し
つ

つ
、
地
域
主
権
戦
略
会
議
を
中
心

に
、
地
域
主
権
改
革
を
推
進
し
て

ま
い
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
総
務
省
の
抱
え

る
課
題
は
、
大
変
幅
広
い
分
野
に

及
ん
で
お
り
ま
す
。
今
後
も
総
務

省
の
総
合
力
を
生
か
し
て
、
国
民

の
皆
様
の
目
線
に
立
っ
て
各
般
の

施
策
を
着
実
に
推
進
し
、
こ
れ
か

ら
の
生
活
が
ま
す
ま
す
豊
か
な
も

の
と
な
る
よ
う
努
力
し
て
い
き
ま

す
。本

年
も
皆
様
の
ご
支
援
、
ご
協

力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ

ま
す
。

平平
成成
２２４４
年年

年年
頭頭
ああ
いい
ささ
つつ

総
務
大
臣川

端

達

夫
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１２
月
２４
日
、
平
成
２４
年
度
の
予
算
案
と
地
方
財
政
対
策
が
閣
議
決

定
さ
れ
た
。
地
財
対
策
に
つ
い
て
は
２２
日
、
川
端
達
夫
・
総
務
相
が

安
住
淳
・
財
務
相
と
折
衝
し
決
着
。
自
治
体
へ
配
分
さ
れ
る
地
方
交

付
税
の
総
額
は
、
対
前
年
度
比
０
・
５
％
増
の
１７
兆
４
５
４
５
億
円

と
し
、
８
１
１
億
円
の
増
額
確
保
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
地

財
決
着
を
受
け
地
方
六
団
体
は
２２
日
、
共
同
声
明
を
発
表
し
た
。

２４年度

２４
年
度
の
地
財
対
策
に
お
け
る

最
大
の
特
徴
は
、
別
枠
で
設
け
ら

れ
た
「
東
日
本
大
震
災
分
」
。
復

旧
・
復
興
事
業
へ
財
政
面
か
ら
の

支
援
が
図
ら
れ
る
。
震
災
復
興
特

別
交
付
税
と
し
て
６
８
５
５
億
円

が
確
保
さ
れ
、
被
災
自
治
体
の
実

質
負
担
を
ゼ
ロ
と
す
る
。
「
通
常

収
支
分
」で
は
、自
治
体
の
財
政
運

営
上
の
指
標
と
な
る
地
財
計
画
の

規
模
が
、
対
前
年
度
比
０
・
８
％

減
の
８１
兆
８
７
０
０
億
円
。
地
方

交
付
税
の
総
額
は
、
実
際
に
自
治

体
へ
配
分
さ
れ
る
出
口
ベ
ー
ス
で

１７
兆
４
５
４
５
億
円
を
確
保
し
、

５
年
連
続
の
増
額
と
な
っ
た
。

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
「
通
常

収
支
分
」
「
東
日
本
大
震
災
分
」

を
合
算
し
た
場
合
、
合
計
額
は
１８

兆
１
４
０
０
億
円
。
２３
年
度
の
交

付
税
額
１７
兆
３
７
３
４
億
円
と
比

較
し
た
場
合
、
４
・
４
％
の
増
額

と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
１３
兆
６

８
４
６
億
円
に
の
ぼ
る
財
源
不
足

額
に
対
処
す
る
た
め
、
地
方
公
共

団
体
金
融
機
構
の
公
庫
債
権
金
利

変
動
準
備
金
の
活
用
な
ど
、
可
能

な
限
り
の
措
置
が
施
さ
れ
た
。

２４
年
度
予
算
案
の
一
般
会
計
総

額
は
９０
兆
３
３
３
９
億
円
。
２３
年

度
の
当
初
予
算
額
９２
兆
４
１
１
６

億
円
と
比
べ
た
場
合
、
２
・
２
％

の
減
と
な
っ
た
。
当
初
予
算
と
し

て
は
６
年
ぶ
り
に
前
年
度
額
を
下

回
っ
た
こ
と
と
な
る
。

た
だ
し
本
来
で
あ
れ
ば
、
予
算

計
上
す
べ
き
基
礎
年
金
国
庫
負
担

の
財
源
不
足
分
２
・
６
兆
円
が
、

２４
年
度
予
算
案
に
は
含
ま
れ
て
い

な
い
。
小
宮
山
洋
子
・
厚
労
相
と

安
住
淳
・
財
務
相
に
よ
る
折
衝
が

１２
月
２２
日
に
行
わ
れ
た
結
果
、
不

足
分
に
つ
い
て
は
「
年
金
交
付
国

債
」
を
発
行
し
、
充
当
す
る
こ
と

と
し
た
た
め
だ
。
実
質
的
な
予
算

総
額
は
約
９３
兆
円
に
及
び
、
過
去

最
大
と
な
る
。

歳
入
の
内
訳
は
、
租
税
及
印
紙

収
入
が
対
前
年
度
比
３
・
５
％
増

の
４２
兆
３
４
６
０
億
円
、
公
債
金

が
同
０
・
１
％
減
の
４４
兆
２
４
４

０
億
円
な
ど
。
し
か
し
公
債
金
に

は
制
度
上
、
年
金
交
付
国
債
が
新

規
国
債
発
行
に
含
ま
れ
な
い
。

歳
出
の
内
訳
は
、
国
債
費
が
同

１
・
８
％
増
の
２１
兆
９
４
４
２
億

円
、
基
礎
的
財
政
収
支
対
象
経
費

が
同
３
・
５
％
減
の
６８
兆
３
８
９

７
億
円
。
基
礎
的
収
支
の
う
ち
地

方
交
付
税
等
は
、
入
口
ベ
ー
ス
で

同
１
・
１
％
減
の
１６
兆
５
９
４
０

億
円
だ
が
、
自
治
体
へ
配
分
さ
れ

る
出
口
ベ
ー
ス
で
は
１７
兆
４
５
４

５
億
円
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

平成２４年度地方財政への対応についての共同声明

本日、平成２４年度地方財政への対応に関する閣僚間折衝が行われ、東日本

大震災の復旧・復興事業等を別枠で整理した上で、通常収支分の地方交付税

について、前年度より０．１兆円増額の１７．５兆円を確保するとともに、地方の

一般財源総額について、平成２３年度と同水準となる５９．６兆円を確保すること

が決定された。また、震災復興特別交付税を別枠で０．７兆円確保するととも

に、全国的な緊急防災・減災事業として０．６兆円計上されることとなった。

今回の決着について、子どものための手当等の取扱いを含め、社会保障関

係費の財源措置について精査が必要なものの、地方が強く訴えてきた地方交

付税の増額の要請に応え、地方交付税の別枠加算の確保など、財源の確保に

できる限りの工夫がされたことを評価する。極めて厳しい状況の中、地方に

配慮した地方財政対策を実現された川端総務大臣をはじめとする政府・与党

関係者の真摯なご尽力に深く感謝するものである。

我が国は、東日本大震災と福島第一原発事故の未曾有の国難に加え、歴史

的な円高による経済活力の低下という難局に直面しており、必要な対策が取

られなければ、「地方大不況」による国力衰退の危機にある。国と地方が緊

密に連携して、東日本大震災からの復旧・復興はもとより、地域経済活性化

・雇用対策、防災・減災対策に最大限の努力をしなければならない。

地方財政は、依然として多額の借入金に依存した運営が続いている。社会

保障・税一体改革の議論が大詰めを迎えているが、地方が社会保障分野にお

いて担っている大きな役割を踏まえ、地方単独事業を含めて社会保障サービ

スを持続的に提供できるよう、地方消費税の引上げなどにより偏在性の小さ

い安定的な財源を確保すべきである。

平成２３年１２月２２日

地方六団体

全 国 知 事 会 会 長 山 田 啓 二

全国都道府県議会議長会会長 山 本 教 和

全 国 市 長 会 会 長 森 民 夫

全 国 市 議 会 議 長 会 会 長 関 谷 博

全 国 町 村 会 会 長 藤 原 忠 彦

全国町村議会議長会会長 � 橋 正

予予
算算
案案
とと
地地
財財
対対
策策
をを
閣閣
議議
決決
定定

�地方財政計画の規模 ８１兆８，７００億円程度（前年度比▲６，４００億円程度、▲０．８％程度）
�地方一般歳出 ６６兆４，６００億円程度（前年度比▲３，７００億円程度、▲０．６％程度）
�一般財源総額 ５９兆６，２４１億円 （前年度比＋１，２５１億円、＋０．２％）
・水準超経費除き ５８兆９，７４１億円 （ 同 ＋１，９５１億円、＋０．３％）

※中期財政フレーム（平成２４年度～２６年度）に基づき、２３年度と同水準を確保

�地方交付税の総額 １７兆４，５４５億円 （�１７兆３，７３４億円、＋ ８１１億円、＋０．５％）
�地方税及び地方譲与税 ３５兆９，１８４億円 （�３５兆５，７８６億円、＋３，３９８億円、＋１．０％）
�臨時財政対策債 ６兆１，３３３億円 （�６兆１，５９３億円、▲ ２６０億円、▲０．４％）
	財源不足額 １３兆６，８４６億円 （�１４兆２，４５２億円、▲５，６０６億円、▲３．９％）

（１）東日本大震災復旧・復興事業
�震災復興特別交付税 ６，８５５億円
�規模（直轄・補助及び地方単独事業等） １兆７，８００億円程度

（２）緊急防災・減災事業
規模（直轄・補助及び地方単独事業等） ６，３００億円程度

平成２４年度の地方財政の姿

１ 通常収支分

２ 東日本大震災分

地
財
決
着
で
地
方
六
団
体
が
共
同
声
明

一
般
会
計
総
額
は
９０
兆
円

２４
年
度
予
算
案
は
６
年
ぶ
り
の
減

（３） 平成２４年１月１５日 第１８１９・２０号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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1/4

12/20

12/26

12/29

長長
久久
手手
市市
がが
誕誕
生生

愛
知
県
の
長
久
手
町
が
１
月
４

日
に
市
制
施
行
し
、
長
久
手
市
が

誕
生
し
た
。

人
口
は
４
万
９
４
３
８
人
（
住

民
基
本
台
帳
�
平
成
２３
年
１２
月
１

日
現
在
）
、
面
積
は
２１
・
５４
平
方

�
、
議
員
定
数
は
１８
人
。

議議
会会
所所
在在
地地
変変
更更

本
紙
第
１
８
１
８
号
で
お
知
ら

せ
い
た
し
ま
し
た
栃
木
県
佐
野
市

議
会
の
住
所
移
転
地
に
つ
い
て
、

変
更
が
あ
り
ま
し
た
の
で
改
め
て

掲
載
し
ま
す
。

〒
３
２
７
―
０

８
３
１

佐
野
市
浅
沼
町
７
９
８

掲掲
載載
延延
期期
のの
おお
知知
らら
せせ

本
紙
１
月
１５
日
号
に
掲
載
予
定

だ
っ
た
「
震
災
に
関
す
る
要
望
」

「
建
運
正
副
委
員
長
に
よ
る
東
日

本
大
震
災
被
災
地
視
察
報
告
書
」

の
概
要
は
、
次
号
１
月
２５
日
号
へ

掲
載
を
延
期
し
ま
す
。

うち
指定都市 １９市
中核市 ４１市
特例市 ４０市
一般市 ６８７市
特別区 ２３区

第第
３３
回回
臨臨
時時
会会
合合

臨
時
会
合
に
は
、
本
会
を
代
表

し
て
関
谷
博
会
長
（
�
下
関
市
議

会
議
長
）
が
出
席
し
た
。
当
日
の

協
議
事
項
は
、
新
子
ど
も
手
当
に

つ
い
て
。
平
成
２４
年
度
の
国
と
地

方
の
費
用
負
担
を
２
対
１
と
す
る

新
案
が
国
側
か
ら
提
示
さ
れ
、
原

案
の
と
お
り
決
定
し
た
。

し
か
し
本
会
含
め
、
地
方
六
団

体
は
か
ね
て
よ
り
「
子
ど
も
の
た

め
の
手
当
」
の
よ
う
な
全
国
一
律

の
現
金
給
付
に
つ
い
て
は
、
全
額

を
国
の
負
担
に
す
べ
き
と
主
張
し

て
き
た
。
２５
年
度
以
降
の
費
用
負

担
に
つ
い
て
は
今
後
と
も
、
国
と

地
方
の
間
で
議
論
を
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。
な
お
、
２３
年
度
に
つ

い
て
は
、
児
童
手
当
制
度
の
国
と

地
方
間
の
負
担
割
合
１
対
２
を
存

続
さ
せ
て
い
た
。

第第
４４
回回
臨臨
時時
会会
合合

関
谷
博
・
本
会
会
長
ら
は
、
分

科
会
と
合
同
で
開
催
さ
れ
た
臨
時

会
合
で
「
地
方
単
独
事
業
」
に
つ

い
て
議
論
。
こ
の
う
ち
、
消
費
税

の
引
き
上
げ
分
を
充
当
す
る
社
会

保
障
４
分
野
に
つ
い
て
、
地
方
の

事
業
範
囲
を
整
理
、
分
析
し
た
。

厚
労
省
の
分
析
で
は
、
保
育
所

の
職
員
加
配
、
予
防
接
種
な
ど
を

対
象
か
ら
除
外
し
て
お
り
、
４
分

野
合
計
で
３
・
８
兆
円
。
総
務
省

が
整
理
し
た
５
・
１
兆
円
と
比
べ

１
・
３
兆
円
減
と
な
っ
て
い
る
。

第第
５５
回回
臨臨
時時
会会
合合

２６
日
の
議
論
を
踏
ま
え
、
第
５

回
臨
時
会
合
を
開
催
。
本
会
を
代

表
し
て
水
野
淳
・
副
会
長
（
�
八

王
子
市
議
会
議
長
）
が
出
席
し
意

見
を
交
わ
し
た
。
当
日
は
消
費
税

の
引
き
上
げ
を
５
％
と
す
る
場
合

の
国
、
地
方
間
の
配
分
を
議
論
。

国
３
・
４６
％
、
地
方
１
・
５４
％
で

決
着
し
た
。
１
・
５４
％
の
内
訳

は
、
地
方
消
費
税
分
が
１
・
２

％
、
地
方
交
付
税
が
０
・
３４
％
。

地
方
配
分
は
原
則
、
厚
労
省
が

分
析
し
た
社
会
保
障
４
分
野
に
基

づ
き
算
定
し
た
。
た
だ
し
、
４
分

野
の
合
計
３
・
８
兆
円
を
ベ
ー
ス

と
し
つ
つ
、
４
分
野
に
「
則
っ
た

範
囲
」
と
し
て
、
新
た
に
▽
予
防

接
種
▽
ガ
ン
検
診
▽
乳
幼
児
検
診

▽
老
人
保
護
措
置
費
等
―
―
な
ど

０
・
５
兆
円
が
追
加
さ
れ
た
。

財団法人東京市政調査会は「議会・立法能力・住民投票」と
題して、第３１回「都市問題」公開講座を下記の日程で開催しま
す。
第２次地方分権改革（地域主権改革）の懸案であった法令に

よる義務づけ・枠付けの緩和が、先の通常国会でようやく成立
しました。自治体の首長部局はもとより、条例制定・改廃を担
う議会の真価が問われています。議会基本条例の制定などの改
革を自ら進めている議会がある一方で、議会の立法能力や密室
性が問題視されています。住民からは議会批判に加えて住民投
票制度の常設化を求める動きも顕著です。住民投票と議会のあ
り方を考えていきます。
多数の方々のご参加をお待ちしております。

◇基調講演
神原 勝 氏 （北海学園大学法学部教授）
◇パネルディスカッション
≪パネリスト≫
石川 寿美 氏 （鎌倉市議会議員、神奈川ネット

ワーク運動共同代表）
大山 礼子 氏 （駒澤大学法学部教授）
北村 喜宣 氏 （上智大学法学部教授）
谷 隆徳 氏 （日本経済新聞編集委員兼論説委員）
≪司会≫
新藤 宗幸 氏 （東京市政調査会研究担当常務理事）

記
◆日 時

�

平成２４年２月１８日（土）１３

�

３０～１６

�

３０
◆場 所

�

日本プレスセンター １０階ホール
（〒１００―００１１東京都千代田区内幸町２―２―１）
◆参 加 費：無料
◆参加申込：東京市政調査会ホームページから
（http : //www.timr.or.jp）
◆申込期限：平成２４年２月１５日（水）※満席となり次第受付終了
◆問合せ：東京市政調査会研究室 ＴＥＬ：０３―３５９１―１２６１

▼
議
長

▽
野
洲

田
中
良
隆（
１１
・
４
）

▽
安
来

遠
藤

孝（
１１
・
４
）

▽
新
城

夏
目
勝
吾（
１１
・
１８
）

▽
雲
仙

井
上
武
久（
１１
・
２５
）

▽
奄
美

向
井
俊
夫（
１１
・
２５
）

▽
宮
古
島

平
良

隆（
１１
・
２９
）

▼
副
議
長

▽
野
洲

奥
村
治
男（
１１
・
４
）

▽
安
来

嶋
田
豊
昭（
１１
・
４
）

▽
新
城

鈴
木
司
郎（
１１
・
１８
）

▽
雲
仙

森
山
繁
一（
１１
・
２５
）

▽
奄
美

平
川
久
嘉（
１１
・
２５
）

▽
宮
古
島

富
永
元
順（
１１
・
２９
）

議議
会会
人人
事事

国
と
地
方
の
協
議
の
場
相
次
ぎ
開
催

「「
子子
どど
もも
のの
たた
めめ
のの
手手
当当
」」「「
地地
方方
単単
独独
事事
業業
」」
なな
どど

本
会
の
水
野
淳
・
副
会
長
が
２９
日
、

第
５
回
臨
時
会
合
に
出
席
し
、消
費

税
の
地
方
配
分
に
つ
い
て
議
論
し
た

（
写
真
左
か
ら
２
人
目
）
協
議
の
場

は
昨
年
４
月
の
法
律
成
立
以
来
、本

体
会
合
８
回
、分
科
会
を
４
回
開
催

（財）東京市政調査会

第３１回『都市問題』公開講座

議会・立法能力・住民投票

１月１５日現在の都市数
８１０団体

第１８１９・２０号 平成２４年１月１５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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